
4 款 1 項 2 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

600 600 600 600 600 3,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

自殺予防対策教室・相談件数 人 691 220 17 243
精神相談件数（電話も含む） 件 1001 1030 486 749
訪問指導件数 件 100 110 49 110
デイケア（家族懇談会）参加数 人 170 160 89 173

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 15,086 17,666 17,261 17,511

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 11 0 0 0

0
県支出金 1,191 375 0 222

人件費 14,873 17,129 17,129 17,129
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 1.87 2.13 2.13 2.13
人件費単価 7,954 8,042 8,042

17,129
合計 0 18,041 17,261 17,733

事業費
直接事業費 1,414 912 132 604
人件費 14,874 17,129 17,129

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

精神障がい者や心に不安や悩みを抱える人及びその家族が住み慣れた地域で自立した生活が送れるように
なる。市民が心の健康づくりに関心を持ち、自分だけでなく家族や地域・周囲の人と一緒に、健康づくりに取り
組めるようになる。

事業の内容

デイケア・家族懇談会・精神相談・訪問指導・健康教育・地域自殺対策強化事業

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

事業の対象 精神障がい者やこころに不安や悩みを抱える人及び市民

根拠法令等
精神保健福祉法、自殺対策基本法、障害者基本法、健康増進法、伊予市健康づくり計画

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
保健・医療の充実

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 健康増進課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

983-4052
記入者情報 所属長： 室 潤子 担当責任者： 篠原 知美

事務事業名 精神保健事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

心の不調を抱える人が増加傾向にある中、相談にかかる時間も増加傾向にあり、職員のメンタル面のサ
ポートも必要である。支援に当たる関係者で、情報を共有し、心の不調を抱える人や、精神障がい者とそ
の家族が安心して生活できるよう支援を行っていくことが必要である。

二次評価

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

精神障がい者が自立した生活が送れるよう関係機関と連携し、引き続き当事者や家族の支援を行ってい
く。また、地域住民が障がいについて正しく理解し、地域での見守りをしていただけるよう、また、心の悩み
や不安をもつ方が、問題を抱え込まないように、相談窓口についての普及啓発を行っていきたい。また、
事業に関わるスタッフが常に事業の目的意識を認識しながら、事業運営し、PDCAサイクルに沿った活動
を行うことが大切である。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 3

C

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 3

C市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3

目　　標 1820 1520 1350 0
実　　績 1962 1275 0 0

成果指標

成果指標
精神障がい者や家族を対象としたデイケア・家族懇談会の参加状況や相談件数。自殺予防や心の健康に関
する研修会等の実施回数、参加者数。自殺者数・率。

指標設定の
考え方

精神障がい者や心に不安や悩みを抱える人その家族が重症化しないうちに気軽に相談できるようになる。ま
た、健康教室の参加により理解が深まり、地域で安心して暮らすことができる支援体制の構築と指導者育成強
化につなげる。

区分年度 26年度 27年度 28年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


